
多度津町 

統一モデルによる財務書類 



財務書類とは 
予算書や決算書などの今までの公会計とは別に、多度津町の財務状況をあらわす新たな取り組みとして、下記の4表を作成

しました。これらをまとめて「財務書類」と呼びます。これは自治体の行政活動評価を行うための情報でもあります。 

①貸借対照表 

貸借対照表（バランスシート）は、会計年度末に多度津町が保有している資産と、その資産を取得するために使ったお金の

調達方法をあらわしています。現金の収支に注目するこれまでの決算書では表示することができなかった財産や負債等、これ

までの資産形成の結果を知ることができます。 

②行政コスト計算書 

行政サービスを提供する際に発生する支出のうち、資産の取得（土地や建物の購入等）に関わらない経常的な支出と、行政

サービ スの対価として得られた収入を計上しています。 

③純資産変動計算書 

貸借対照表の純資産の部について、増加要因と減少要因を計上し、純資産が１年間でどのように変動したのかを示していま

す。純資産の増加要因には、行政サービスの対価として支払われる以外の収入（税収や国・県からの補助金等）があり、減少

要因には、行政コスト計算書で算出される純経常行政コストや災害復旧等で臨時的に必要となった支出等が計上されます。 

④資金収支計算書 

貸借対照表の現金預金が１年間でどのように変化したのかをあらわしています。現金の使いみちによって 「 業務活動収支 」

「投資活動収支」「財務活動収支」の３区分に分け、どのような行政活動にいくら使ったのかを示しています。 
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新しい地方公会計制度 
これまで多度津町では「総務省方式改訂モデル（以後、改訂モデルと言います）」の財務書類を作成してきました。多度

津町がこれまで積み上げてきた資産と、この先返済する必要がある負債、すでに支払いが終わっている純資産などの情報を

表示した貸借対照表など、今までの決算書では把握できなかった情報を、新たな切り口から見ることができました。 

この改訂モデルの作成方式に代わり、平成28年度決算からは「統一的な基準に基づく財務書類（以後統一モデル財務書

類と言います）」の作成方式が導入されます。 

統一モデル財務書類は、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間を準備期間とし、全ての地方公共団体にお

いて作成するように要請されています(平成27年 1 月23日付総務大臣通知「統一的な基準による地方公会計の整備促進につ

いて」)。多度津町はこの要請に基づき、平成28年度決算より、統一モデル財務書類の4表（貸借対照表、行政コスト計算書、

純資産変動計算書、資金収支計算書）を作成しましたので、その報告を行います。 

 

これまでの財務書類との違い 
平成27年度決算まで作成してきた改訂モデル財務書類と、今年度作成した統一モデル財務書類は、「発生主義」「複式簿

記」という点で共通しています。大きく異なる点としては、資産の計上方法が挙げられます。 

これまでの改訂モデル財務書類では、資産の整備に支出された金額（一般会計ではこれを普通建設事業費と呼びます）の

分だけ資産があるものとみなして、普通建設事業費の積み上げを行って資産の残高として計算していました。一方、統一モ

デル財務書類は、対象となる決算の時点（今回は平成28年度決算のため、平成29年3月31日時点となります）で多度津町と

して実際に保有している資産について洗い出しを行い、評価して計上しています。そのため、これまでの改定モデル財務書

類と、資産額に差が出てきています。 

これは、改訂モデル財務書類では過去に実施されている土地の売却や建物の取り壊しについて勘案しないことになってい

るのに対して、統一モデル財務書類は現に年度末時点で保有している資産のみ計上することとなっているからです。どちら

が正しいということはなく、採用しているモデルの違いによるものです。 

多度津町平成 28 年度決算の財務書類 



貸借対照表を住民一人当たりの家計簿に置き換えると・・・ 

有形固定資産・無形固定資産 

道路や学校など、多度津町が保有する公共施設の

総額 

投資等 

特定の目的で積立てた基金や出資金の総額 

流動資産 

現金預金や現金化しやすい未収金等の総額 

負債 

地方債の残高や退職手当引当金などの総額 

将来世代が負担する金額 

純資産 

道路や学校等の整備の財源として受けた国や県か

らの補助金や地方税などの総額 

これまでの世代が負担してきた金額 
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貸借対照表 ( バランスシート ) 
貸借対照表（バランスシート）は、平成 29 年 3月 31日時点で多度津町が保有している資産と、その資産を取得

するために使ったお金の調達方法をあらわしています。現金の収支に注目する従来の決算書では把握することが

できなかった、多度津町の財産や負債など、これまでの資産形成の結果を知ることができます。 

                

有形固定資産減価償却率  60.69% 

償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を求めることで、施設の老朽化具合を示す指標です。 

有形固定資産減価償却率が高いほど建替えや改修などのコストがかかる時期が近いことを示します。 

 （有形固定資産減価償却率＝減価償却累計額15,521,803千円÷償却資産25,576,702千円） 

多度津町平成 28 年度決算の一般会計財務書類 
※表中の数値は千円未満を四捨五入しているため、合計額が合わない場合があります。 

○流動負債

約53万円

約4万円

…長期的に返していく必要が
ある借金

…来年に返す予定の借金

○固定負債

人口（23,639人）は、平成29年3月末のものを使用しています。

負債 ＝
将来支払わなければならな
いお金（ローンの残高等）

貸借対照表を住民1人あたりに換算すると･･･

単位：（万円）

借方＝現在保有している資産の総額

約97万円

純資産 ＝

すでに支払ったお金

土地や建物の購入のため

に、親からの援助金や自

己資金等
約40万円
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借方 貸方

流動資産 投資等 公共資産

純資産 流動負債 固定負債

貸方＝資産取得時の資金の調達方法

約97万円の支払い方法

所有している土地や

建物、車など

約84万円

有価証券や定期預金等

約3万円

現金や普通預金等

約10万円

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金
インフラ資産 退職手当引当金
物品 損失補償等引当金

無形固定資産 その他
投資その他の資産 流動負債

流動資産 1年内償還予定地方債
現金預金 未払金
未収金 未払費用
短期貸付金 前受金
基金 前受収益
棚卸資産 賞与等引当金
その他 預り金
徴収不能引当金 その他

【純資産の部】
固定資産等形成分
余剰分（不足分） △ 12,886,232

純資産合計 9,551,387

資産合計 22,935,601 負債及び純資産合計 22,935,601

13,384,214

22,437,619

93,488
- 48,315

△ 2,661 2,888

-
1,211 -

1,756,528 -

770,969 919,844
2,255,721 775,153

470,109 -

5,030,376 1,496,200
116,744 -
15,258 6,239

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

20,679,880 12,464,369
19,893,653 10,961,931
14,746,533 -

30,533

-

負債合計
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行政コスト計算書 
行政サービスを提供する際に発生する支出のうち、資産の取得（土地や建物の購入）に関わらない支出と、行

政サービスの対価として得られた収入を計上しています。経常費用が経常収益を上回っていますが、これは行政

コスト計算書上の収入に、行政サービスの直接的な収入のみを計上しているためです。 

人件費 
職員給与のほかに、賞与引当金や退職手当引当金の繰入額が計上さ
れています。 

物件費 
物件費のほかに、施設の維持修繕費や減価償却費が計上されていま
す。 

その他の業務費用 
支払利息、貸付金、火災保険料等が計上されています。 

移転費用 
移転費用には、社会保障給付や他会計への繰出金、補助金等が計上
されています。 

経常収益 
行政サービスの直接対価である使用料や手数料、財産貸付収入、現
金利子、雑入等などが計上されています。 

（単位：千円） 

純資産変動計算書 
貸借対照表の純資産の部の増加要因と減少要因を計上し、純資産が1年間でどのように変動したのかを示してい

ます。 

純資産の増加要因には、行政サービスの対価として支払われる以外の収入（税収や国・県からの補助金等）が

あり、減少要因には、行政コスト計算書で算出される純経常行政コストや災害復旧等で臨時的に必要となった支

出等があります。 

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 21,900,414 △ 12,350,557
純行政コスト（△） △ 7,355,683
財源 7,127,420

税収等 5,635,799
国県等補助金 1,491,621

本年度差額 △ 228,264
固定資産等の変動（内部変動） 307,412 △ 307,412

有形固定資産等の増加 1,163,947 △ 1,163,947
有形固定資産等の減少 △ 1,195,550 1,195,550
貸付金・基金等の増加 441,638 △ 441,638
貸付金・基金等の減少 △ 102,624 102,624

資産評価差額 0
無償所管換等 229,793
その他 0 0
本年度純資産変動額 537,205 △ 535,676

本年度末純資産残高 22,437,619 △ 12,886,232

5,635,799

科目 合計

9,549,857
△ 7,355,683

7,127,420

9,551,387

1,491,621
△ 228,264

0
229,793

0

1,530

純資産が昨年度よりも増加した場合は、負債の増加より資産の増加のほうが多かったことを示しています。 

逆に純資産が減少した場合は、行政コストが多くかかっていたり、資産の増加より負債の増加が多かったこと

を示しています。 

（単位：千円） 

経常費用
業務費用

人件費
物件費等
その他の業務費用

移転費用
補助金等
社会保障給付
他会計への繰出金
その他

経常収益
使用料及び手数料
その他

純経常行政コスト
臨時損失
臨時利益

純行政コスト

404,763

172,033
2,006,062
1,459,835

科目 金額
7,214,881
3,637,930

3,576,951
994,706

1,500,882
1,032,288

49,076

△ 7,355,683

317

155,236
249,528

△ 6,810,117
545,883
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財務書類4表構成の相互関係 

 統一モデルによる財務書類4表の相互関係は下図のとおりです。本町の財務書類についても下図の相互関係が確
認できています。 

総務省 「財務書類作成要領」 P5 図4  財務書類4表構成の相互関係 より 

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

48,315

470,109

57,472
△ 9,157

【業務活動収支】
業務支出
業務収入
臨時支出
臨時収入

業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
投資活動収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
財務活動収入

財務活動収支

科目 金額

6,711,981
7,372,685

0
0

660,704

1,395,249

△ 1,256,644

851,415

138,605

前年度末資金残高 668,937

本年度末資金残高 421,794

1,200,211
348,796

本年度資金収支額 △ 247,143

資金収支計算書 
貸借対照表の現金が1年間でどのように変化したのかを示しています。現金の使いみちにより、3つの区分に

分け、どのような行政活動にいくら使ったのかが分かります。 

業務活動収支 
行政サービスを行う中で、毎年継続的に収入・支出される金額が
集計されています。 
 

投資活動収支 
学校、道路等の公共施設の投資活動収支や、貸付金などの収入・
支出の金額が集計されています。 
 

財務活動収支 
地方債等の借入・償還等の金額が集計されています。 

（単位：千円） 


